2011年度「労働法」（11月22日）

第15回　人事（荒木351～370頁）
第15回講義のねらい「日本の使用者は広範な人事権を持つとされるが、こうした人事権は労働契約上当然に認められるのか。人事権行使の適法性に裁判所はどうかかわるのか」「日本の職能資格制度の下では配置転換により職務が変わっても賃金は変わらない。職能資格制度とはどういうものか」「就業規則に『会社は、配置転換・出向・転籍を命ずることができる』という条項があれば、労働者は配転命令を拒むことはできないのだろうか。出向命令や転籍命令はどうだろうか」など、使用者の人事権に関する諸問題を検討する。
1. 雇用システムと人事・人事権
2. 教育訓練
3. 人事制度と昇進・昇格・降格

a. 職能資格制度
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　　　　　　↑　　　　　　　　　　↑

　　　労働者側の要因　　　　使用者側の要因

i. 職能資格制度と昇進・昇格
ii. 職能資格制度のメリット・デメリット
b. 法的コントロールの可否
i. 人事考課（査定）
ii. 昇進

iii. 昇格・昇級

iv. 降格
1) 役職・職位の降格

2) 職能資格の引下げとしての降格

67アーク証券(本訴)事件

3) 役職・職位の引下げに伴う職能資格の引下げ

4) 職務等級（職務給）制度における職務変更による賃金引き下げ

コナミデジタルエンターテインメント事件・東京地判平成23年3月29日労判1027号27頁［職務価値に応じて等級（グレード）が決まり、等級内の段階（役割グレード）により年俸制が決まる職務等級制下で、育児休業・短時間勤務を行った労働者の役割グレード引下げを適法］

4. 配転・出向・転籍
a. 配転
i. 配転命令の根拠
ii. 配転命令件の存否
1) 勤務場所の限定
2) 職種の限定
iii. 配転命令件の濫用
1) 東亜ペイント事件判決
68東亜ペイント事件

2) 権利濫用判断の新たな展開
b. 出向
i. 出向命令権の存否
69新日本製鐵（日鐵運輸）事件

ii. 出向命令権の濫用
iii. 出向中の労働関係
iv. 出向からの復帰
c. 転籍（移籍出向）
5. 休職
a. 傷病休職（病気休職）・事故欠勤休職

b. 起訴休職
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